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1.は じめ に
近年,サ プライチ ェーン・マネジメント(SupplyChainManagement;以下,「SCM」 と
表す ことにす る)が 注目されている。SCMと は,藤 野[1]に よれば 「不確定性の高い市場変化
にサプライチェーン全体 をアジル(機 敏)に 対応させ,ダ イナ ミックに最適化 を図ること」と
し:て定義 され る。 これにより,従 来は個別企業毎に最適化を図ってきた業務プロセスを,部 品
調達 ・製造 ・物流 ・販売等のサプライチェーン(供 給連鎖)全 体の最適化へ とシフ トさせるこ
とになる。それぞれの企業は,独 立 した意思決定機構 を持つが,情 報技術(以 下,「IT」 と表
す ことにする)を 活用 した情報の共有化によりコラボレーシ ョン(協 働活動)を 推し進め,環
境の変化にサプライチェーン全体があたかも1つ の組織体であるかのようにアジルに対応する
のである。
一方,個 別企業の業務プロセスの最適化のための経営手法 としては≧リエンジニア リング(B
PR;BusinessProcessReengineering)が広 く知 られている。 リエンジ.ニア リングは,ア メ
リカでMichelHammerら[2]が 提唱 した経営管理手法であ り,「コス ト,品 質,サ ービス,ス ピ
ー ドのような重大で現代的なパ フォーマンス基準 を劇的に改善す るために,ビ ジネス ・プロセ
スを根本的に考 え直 し,抜 本的にそれをデザインすること」[2]として定義される。そして,I
Tの 活用によって市場や技術の変化への素早 い(ア ジルな)対 応を可能 にし,顧 客満足(CS)
の実現を目指 しているρ したがって,ITの 活用 を基礎 としたアジリティの実現 と業務 プロセ
スの最適化の点において,SCMの 考 え方 と共通 している。しか し,リ エンジニア リングが「個
別企業」のアジリティと最適化 をめざしているところに,サ プライチェー ン全体 を対象 とする
SCMと の違いがある。
筆者[3]は,リ エンジニアリングにおけるITの 活用による情報の共有化が,組 織における権
限委譲,エ ンパワーメン トの際の局所最適 を防止するという意味で,日 本の組織における人事
管理の集権性 と代替的であることを指摘 している。そして,こ の代替性を表現するための 「代
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替的双対モデル」を提案 している。このモデルは,日 本の組織 における業務プロセスの分権性
を補完する人事管理の集権性 と同様の機能 を,リ エ ンジニアリングにおけるITの 活用 による
情報の共有化が果たしていることを,青 木の双対原理[4]に 対 して付加 した ものである。これに
、より,リ エンジニア リングのめざす組織特性 を捉える際の一つの枠組みを示 した。
本研究では,リ エンジニア リングを媒介 としてSCMと 日本の組織特性 を対応づけるための
「拡張代替的双対モデル」を提案する。 これは,個 別企業を対象 としてきた従来の 「代替的双対
モデル」を,サ プライチェーン全体に 「拡張」した ものであり,全 体最適における 「全体」の
範囲の違いを表現 している。 また,業 務プロセスの分権性 にともなう局所最適の追求をITの
活用による情報の共有化が防止するという意味で,日 本の人事管理の集権性 とリエンジニア リ
ングにおけるITの 活用 との代替性に類似 した関係 として,日 本の系列親企業 を中心 とした企
業 グループにおける帰属意識 とSCMの 企業群におけるITの 活用 との関係 を位置づけ,代 替
的双対モデル を拡張する。
これにより,日 本において企業 グループ(主 として系列親企業)へ の高い帰属意識 ・一体感
が分権的な業務プロセスによる局所最適の追求を防止するという役割 を,SCMで はIT,情
報ネ ットワークの積極的活用による 「情報の共有化」が果たすことを示唆する。 そして,SC
Mと リエンジニア リングに共通 した特性である分権的な業務プロセスを,職 場内コンピューテ
ィング(OntheJobComputing;OJC)[5]一[8]が補完する という新たな視点 を提示する。
さらに,JITシ ステムでは最終工程のスピー ドにすべての前工程が合わせ込むのに対 し,
SCMで はボ トルネックとなる工程のスピー ドに他のすべての工程が合わせ込むという相違点
を持つ[9]一 方で,両者 とも個の自律性 の尊重にともなう分権的な業務プロセスとそれによる局
所最適の追求 を防止する方策 を内包 しているという類似点を持つことを指摘する。
2.サ プ ライチ ェー ン ・マネジ メ ン トの概 要
リエンジニア リングに行 き詰まった日本の多 くの企業は,上 記のように,SCMに 高い関心
を寄せている。電子商取引実証推進協議会(ECOM)の ホームページによれば,日 本に紹介
されたのはごく最近であり,か っかな り専門的な用語であるにもかかわ らず,下 記のように64
%の 人が 「よ く知っている」,あ るいは 「聞いた ことがある」 と答えている。
・よ く知 ってい る:25%
・聞 いた ことがあ る:39%
計:64%
出典:電 子商取引実証推進協議会(ECOM)「ECに 関する意識調査集計結果」
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このようにSCMが 注目されている背景には,バ ブル崩壊後の日本の不況,コ ラボレーショ
ンやアジ リテ ィへの関心の高まり,パ ー トナリングの必要性の増大等の要因があるもの と考え
られる。SCMは,こ れ まで部門 ごとの最適化,企 業 ごとの最適化 にとどまっていた情報,物
流,キ ャッシュに関わる業務の流れを,サ プライチェーン全体の視点か ら見直し,ITの 活用
による情報の共有化 と全体最適のためのビジネス ・プロセスの改善 ・改革 を行うことに より,
サプライチェー ン全体 のキャッシュフローの効率を向上 させようとするマネジメント・コンセ
プ トである[1]。
上記のアンダーライン部のキーワー ドを見ると,リ エンジニアリングと共通していることが
わかる。すなわち,SCMはITを 活用 した情報の共有化 により業務 プロセスの改善 ・改革を
行 う点で リエンジニア リングと同様の思想 を持 っており,そ の際の視点が個別企業にあるかサ
プライチ ェーン全体にあるかが異なっている。 したがって,SCMの 考え方 にしたがえば,リ
エ ンジニアリングがめざす最適性 は 「部分最適」(こ れは,我 々[3]の い う 「局所最適」に相当
する)で あるのに対 して,SCMは 「全体最適」 をめざすとい うことになる。もちろん,リ エ
ンジニア リングにとってはそれが部分最適 を意味するものではなく,個 別企業 にとっての 「全
体最適」を意味するが,サ プライチェーン全体にとっては部分最適 となるのである。
部分最適は,「 目標の一貫性」が保たれている場合,全 体最適の方向性 と一致する。 これは,
高原 ら[10]が いう 「統合原理が適用可能」 な場合に相当し,各 部門や個別企業がサプライチェ
ー ン全体のことを考えていなくて も,結 果 としてサプライチェーン全体のパ フォーマンスを最
大化する構造 になっているのである。 しかし,そ れは現実の世界においてごくまれな場合であ
り,ほ とんどの場合は全体最適 と部分最適(局 所最適)と の問には 「ずれ」 を生 じる。
そこで,SCMで は制約理論(TheoryofConstraints;TOC)に基づいた全体最適の追求
を重視 している。制約理論 とは,サ プライチェーンをシステム として捉えた上で,「システムの
目的(ゴ ール)達 成を阻害する制約条件を見つけ,そ れを活用 ・強化するための経営手法」で
ある[9]。 これにより,市 場の変化への迅速な対応,同 期化 した対応 を可能にし,企 業競争力を
高めるのである。
ここで,目 的達成を阻害する制約条件は,多 くの場合 「ボ トル ・ネック」を意味する。サプ
ライチェーン全体のパ フォーマンスを決定づける要素は,最 も条件の良い部門(例 えば,最 も
生産能力の高い工程)や サプライチェー ン全体 の平均ではな く,ボ トル ・ネ ック(最 も条件の
悪い部門;例 えば,最 も生産能力の低い工程)で ある。従来は,各 工程が別個に生産性 を向上
させ るための改善 を行ってきたが,ボ トル ・ネ ックをそのままにして他の工程をい くら改善 し
て も仕掛在庫を増加 させるだけで,全 体の生産能力向上には結びつかない。それだけでなく,
交通渋滞 と同様に,か えって仕掛在庫がスムーズな生産 の達成 を妨害 してしまうことも多い。
そこで,SCMで はサプライチェーン全体の目的(ゴ ール)達 成を阻害する制約条件(ボ トル・
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ネック)を 見つけ,そ の部分に全体を合わせ ると同時に,そ の部分を改善 してい くことにより,
すべての部分 を同期化 させながら全体最適の達成をめざすのである。
ここで注意すべきことは,SCMが 全体最適をめざすために集権的なコントロールを強化 し
て,各 工程 ・各部門の主体的な改善を否定 しようとするものではないとい うことである。SC
Mに おいて,全 体最適のための改善の源泉は人間の知的・創造的活動である。そのため,「個 の
自律性の尊重」を基本的なスタンスとしている。個の自律性 を尊重 しなが ら全体最適をめざす
ためには,サ プライチェーン全体 に共有された目的 ・価値 に基づ く的確な水平的コーディネー
ションが要求 される。それは,「野放し」の個の自律性の尊重では局所最適 をもた らす可能性 が
高 くなってしまうためである。
このように,SCMで は,部 門,企 業の壁 を越 えた調整(水 平的コーディネーション)や 意
思決定が必要 となるため,サ プライチェー ン全体の最適化 に関するマネジメントを行 う 「SC
Mチ ーム」 を編成することが多い。 これは,SCMに おいてプロジェク ト型の対応を行 うこと
を意味する。 したがって,`こ のプロジェク ト型のチームがSCMの 企画を行 うのであるが,各
部門,各 企業 をコントロールするわけではないことは上記の通 りである。業務 プロセスにおけ
る各部門,各 企業の自律的対応はSCMに おいても重要であり(個の自律性の尊重),SCMチ
ームが行 うのは全体最適のための仕組み作 りである。
それには,SCMチ ーム内およびサプライチェーン全体の両面での 「情報の共有化」が重要
である。なぜなら,集 権的 コン トロールに基づ く全体最適の追求であれば,各 部門,各 企業は
センターが作成 した計画通 りに実行 さえすれば良いのであるが,個 の自律性 を尊重 したSCM
では,情 報の共有化により意思決定の基盤をそろえることが必要 となるか らである。
SCMチ ームにおいて も,サ プライチェーン全体 においても,情 報の共有化を進めるために
は,部 門間,企 業間の空間的制約の克服が条件となる。 さらに,稼 働 日あるいは稼働時間帯が
異なる場合には,時 間的制約 の克服がこれに付加 される。そこで,SCMで はIT,特 に情報
ネットワークの活用が重視 される。 リエ ンジニア リング と同様に,情 報ネッ トワーク上で共有
された情報を基 に意思決定 を行 うわけである。そして,エ ンパ ワーメントによる各部門,各 企
業の自律的対応 をサポー トすると同時に,そ の際の部分最適(局 所最適)を 防止 して全体最適
へ と導 くのである。このようなIT,情 報ネ ットワークの活用によるメンバーの自律的 ・能動
的問題解決に関 しては,第5節 において筆者 ら[5]一[8]の「職場内 コンピューティング;OJC」
の概念に基づ き述べることにする。
3.組 織における局所最適の防止 と双対原理
日本の組織は,欧 米の組織に比較 して環境 の変化や トラブルに速速かつ柔軟に(ア ジルに)
対応してい くといわれ る。青木[4]に よれば,こ れは多 くの日本企業の組織において,セ ンター
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部門から実行部門への権限委譲 とこれ らの部門での幅広い学習により,問 題に直面する部門が
直接それらに対応する権限 ・能力を有することに起因しているとされる。
また,日 本の組織では,一 般に職務境界が不明確であるといわれる。 もちろん,本 来業務は
設定されているが,本 来的でない業務 をしばしば行 うことにより,緊 急の トラブル処理や本来
の担当者が不在の場合のリカバ リーに対 して優れたパ フォーマンスを示すと同時 に,職 務境界
をあいまいにしている[11]。 このことは,イ レギュラーな業務や担当者が明確でない特殊な業
務 に対する機敏(ア ジル)な 対応を可能にする一方で,責 任の所在を不明確にしてお り,そ れ
ぞれ一長一短を持 っている。
欧米,特 にアメ リカの組織では,MRPシ ステムに代表されるように,組 織のセンターに位
置する生産統括部門 ・経営企画部門で作成 される計画にすべての実行部門が従って業務が遂行
されることが多いといわれ る[4]。これに対 して,日 本の組織ではセンター部門で決定される計
画は大枠 を示す ものであり,具 体的な実行計画(例 えば,JITシ ステムにおける「かんばん」)
の作成は各実行部門に権限委譲 されている[11]一[13]。 その意味か ら,垂 直的なヒエラル キー・
コン トロールの拘束力は弱 く,局 所的問題,特 に緊急の問題に対 して,従 業員の参加 によって
集権的コントロールな しに,迅 速 に対応することを可能にしている[4]。 これ は,日 本の組織に
おける業務 プロセスの特徴が,垂 直的なヒエラルキー ・コン トロールにではなく,水 平的コー
ディネーションにあることを意味す る。
しかし,組 織において計画機能を権限委譲によって分散化することは,一 般に各部門にとっ
ての局所最適に陥る危険性が高いとされる。 これは,主 として局所的な情報 に基づき計画を作
成するために起 こる問題である。すなわち,局 所的な情報 を基礎 とした計画 ・意思決定は局所
的な最適性 をめざすものであ り,全 体最適には必ず しも結びつかない ということである。 これ
に対 して,セ ンター部門では組織全体の情報が集結するため,全 体最適のための計画作成 ・意
思決定が容易である。
したがって,実 行部門への権限委譲 を行 うためには,局 所最適 を防止するシステムが必要 と
なる。従来 より,日 本の組織では,ジ ョブローテーションと幅広い参加的学習により,個 々の
従業員が本来業務に関する情報のみならず他の部門の情報 も吸収することで局所最適 を防止 し
てきた。 しかしながら,ジ ョブローテーションや幅広い参加的学習は組織の短期的な効率性を
低下させ る。これは,一 般に終身雇用と呼ばれる長期的勤続傾向を前提 とした日本の集権的な
人事管理により,長 期的な効果(権 限委譲の際の局所最適の防止)を 生む前での従業員の転職
の可能性が小さいために許容 されるものである[11]。
このように,日 本の組織では,実 務担当者への権限委譲 による分権的な業務 プロセスを,長
期的勤続傾向に基礎 を置いた人事管理の集権性が補完 している。 これは,水 平的 コーデ ィネー
ションの際の局所最適の追求 を,組 織への帰属意識 と一体感に基づ く目的 ・価値の共有化が防
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止 していることを意味する。 したがって,日 本の組織では,業 務プロセスにおいて分権的(水
平的)で,人 事管理に関 しては集権的である(こ れを青木[4]は 「D-C型 」 と呼んでいる)。
このことは,組 織内での従業員の帰属意識を集中させながら,業 務遂行の際には権限委譲を行
な うことたより,環 境の変化 ・トラブルに柔軟かつ迅速に対応 してい くことを示 している。
これに対 してアメリカの組織では,分 権 的な人事管理のもとでの専門的学習による局所最適
の追求 を,垂 直的なヒエラルキー ・コン トロールが防止 している。 したがって,業 務プロセス
において集権的,人 事管理において分権的である(こ れを青木[4]は 「C-D型 」 と呼んでい
る)。
D-C型 の組織特性では,業 務遂行の際の権限委譲による局所最適の追求 を,ラ ンク ・ヒエ
ラルキーによるイ ンセンティブ制度[4]を 基礎 とした人事管理の集権性が防止 してお り,C-D
型では従業員の専門に対する学習速度 を高めることを優先 して人事管理の集権性 は低 く(分 権
的),そ れにともなう局所最適の追求を,垂 直的な ヒエラルキー・コン トロールに基づ く業務プ
ロセスの集権性が防止 している。すなわち,そ れぞれD-C型,C-D型 め組織が相互補完 を
形成 している。
このような業務一人事の二面 における相互補完の関係が,JITシ ステムに代表 される日本
の組織機能,MRPシ ステムに代表される欧米,特 にアメ リカの組織機能 を支えてお り,青 木
[4コはこの相互補完の関係 を 「双対原理」 と呼んでいる(た だし,こ こでいう 「業務 プロセス」
を青木 は 「情報システム」 と呼んでいるが,こ の用語は 「コンピュータ情報 システム」 と混同
しやすいため,本 研究ではSCMお よび リエンジニアリングとの対応 も考慮 して 「業務 プロセ
ス」として位置づけることにする)。 そして,業 務プロセスー人事管理面で相互補完の形成され
ないC-C型,D-D型 は組織の維持が困難であることを指摘 している。
しかし,上 記の ような日本の長期的勤続傾向をバ ックアップするランク ・ヒエラルキーによ
るインセ ンティブ制度 は,最 近 その効力を徐々に弱めつつある。それは,そ のインセンティブ
が長期的であ りす ぎるため,若 年層を中心 としてもっと短期的なインセ ンティブを望むように
なり始 めていることに起因 している。若年者にとって,「中高年者 よりも重要な職務 を担当 して
も自分たちの給料 は彼 らよりもずっと低い」,「い くら企業 に貢献 して も時間がたたなければ昇
進できない」 ことは合理性を欠 く事態であり,必 然的に人事管理面での不満を生 じる。 もし,
人事管理面での集権性が保たれな くなった場合は,上 記の補完関係が崩れて局所最適 を防止す
ることができなくな り,D-C型 の組織特性は崩壊する。したがって,日 本の組織は,ラ ンク・
ヒエラルキーによる長期的なインセンティブ制度の優位性 を保ちなが ら,短 期的なインセンテ
ィブを拡大 してい くといったきわめて困難な課題 を与えられてお り,こ の トレー ドオフの関係
にある二要因の最適なバランスをとってい くことを要求 されている[14]。
また,欧 米 の組織における垂直的な ヒエラルキー ・コン トロールでは,最 近の企業の多角化
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およびM&Aの 増加により,1つ の企業 に複数のヒエラルキーが存在するようになり,そ の一
元的なコン トロールが困難になって きている。その場合,局 所最適を防止するはずの垂直的ヒ
エラルキー ・コン トロールが,複 数のヒエラルキーごとの最適性 の追求に陥 り易 くなるため,
業務プロセス面での集権性の低下が問題 となる。 したがって,複 数のヒエラルキーの もとでも
局所最適を防止するようなシステムが必要 になるもの と考えられる。
そこで,近 年,ITの 活用による 「情報の共有化」が注目されている。情報を共有す ること
によって情報の偏 りを小 さくし,意 思決定の際の局所最適を防止 しようとするのである。言い
換えれば,権 限委譲の際の局所最適 を防止するためには,局 所的な情報でなく組織全体に共有
された情報に基づ く意思決定を行 うべきだとする考 え方である。 これは,実 行部門への権限委
譲を行 う際に,各 部門が情報 を 「共有化」すべきことを意味する。そして,IT,情 報ネット
ワークの整備 ・活用により組織全体 に豊富な情報が行 き渡れば,実 行部門への権限委譲の際の
局所最適 を防止することが可能 となる。
このようなITの 活用による情報の共有化の典型的な例が,リ エンジニア リング,そ して企
業グループ としてのSCMで あろう。 リエンジニアリングでは,こ のようなアプローチにより
従来の垂直的 ヒエラルキー ・コン トロール中心の集権的な組織か ら水平的 コーディネーション
中心の フラッ トな組織への変革をめざしている。次第では,リ エ ンジニアリング(BPR)に
おけるITの 活用による情報の共有化に注目し,筆 者の 「代替的双対モデル」[3]の枠組 みにし
たがって,権 限委譲の際の局所最適の防止に対する 「人事管理の集権性 とITの 活用による情
報の共有化の代替性」について述べ ることにす る。
4.リ エンジニアリングと代替的双対モデル
1990年 代中頃,顧 客満足(CS)の 実現 をめざして,組 織 ・業務プロセスの抜本的な改革を
行 う「リエンジニアリング」[2]が大 きくクローズアップされた。 リエンジニアリングはアメリ
カでMichelHammerら が提唱した経営手法であ り,「コス ト,品 質,サ ービス,ス ピー ドのよ
うな重大で現代的なパ フォーマンス基準 を劇的に改善するために,ビ ジネス ・プロセスを根本
的に考え直 し,抜 本的にそれをデザインすること」として定義される。 したがって,これ は経営
思想の変革に基づ く革新的な経営行動 として捉えることができる[15]。 ただ し,こ こでいうビ
ジネス ・プロセス とは取引の発生から完了といった一連の業務の流れ を指す。
リエンジニア リングでは,顧 客満足(CS)を 実現するため,現 状にとらわれずに白紙の状
態か らビジネス ・プロセスはどうあるべ きかを考え,つ くり直す ところに特徴がある。その点
で,日 本の企業で広 く行われている改善 とは異 なるが,「作 り直 した」後はやはり,継 続的な改
善が ビジネスのパ フォーマンス向上のための源泉 となる。その際,IT,情 報ネットワークの
整備 ・活用によって,従 来のヒエラルキー型の組織を市場や技術の変化に素早 く対応しうるネ
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ッ トワーク型に変え,CS(顧 客満足)の 実現をめざしている。
リエ ンジニアリングにおけるキーワー ドをあげると,ヒ エラルキー型の組織から 「フラット
な組織」へ,ト ップ ・ダウンか.ら 「権限委譲」へ,コ ントロールか ら 「コーディネーション」
へ,ス タンド・アローンか ら 「ネッ トワーク」へ,さ らに 「コンカレン ト・エ ンジニア リン
グ」,「アウ トソーシング」等 となる[3]。 ここで,ア ンダーラインを引いたキーワー ドをみる
と,リ エンジニア リングは従来 より論議されてきた 「垂直的なヒエラルキー ・コントロール と
水平的なコーディネーションとの比較」 といった組織特性の問題 に対する一つの解 と考えるこ
とがで きる[12]。
その際,ク ライアン ト/サ ーバ型 システム,グ ループウェア,イ ントラネ ットをはじめとし
たIT,情 報ネッ トワークの活用が重要な役割を果たす。 これにより,在 庫情報や顧客情報を
実務担当者が共有 し,組 織 の部門間の壁 をうち破ることをめざしている。 これらの共有化 され
た情報 をPC&LANに よって入手し,そ れを簡単 に加工できるようにすること(EUC:エ
ンド・ユーザー ・コンピューティング)で,業 務のスピー ドを向上 させる。
このように,リ エンジニアリングにおける情報の共有化では,メ インフレームによる集中管
理 よりも,PC&LANと グループウェアに代表 される分散型のダウンサイジングされた情報
処理が中心 となる。 これは,ハ ー ドウェア ・ソフ トウェアにかけるコス トをなるべ く小 さくす
ることにも関係 しているが,分 散型のフラットな組織構造に整合的であることの方が より重要
な視点 となる。
反対 に,リ エ ンジニア リングがクローズアップされる前のアメリカの組織では,MRPシ ス
テムに代表 され るように垂直的なヒエラルキー コントロールの拘束力が強 く,堅い組織(tightly
coupledsystem)[16]が 一般的であった。そして,分 権的な人事管理 による局所最適 の追求
を,垂 直的なヒエラルキー ・コン トロールが防止 していた。
一方,ア メリカで提唱された りエンジニア リングは,欧 米の垂直的なヒエラルキー ・コント
ロールに従った組織特性ではなく,む しろ日本の組織特性に近い,水 平的なコーディネーシ ョ
ンを基本 とした分権的な組織を志向している。すなわち,リ まンジニア リングは業務 プロセス
に関 して水平的コーディネーション中心の分権的なネッ トワーク型の組織への変革を要求する。
その際,分 権的なネットワーク型の組織 は,日 本の場合 と同様 に局所最適を防止するためのシ
ステムを必要 とする。
双対原理[4]に よれば,日 本の場合はこれ を防止するシステムが人事管理の集権性であった
が,ア メ リカ企業のリエンジニア リングでは,上 記のようにITの 積極的活用による 「情報の
共有化」がこれに相当する。すなわち,局 所的な情報で意思決定するのではな く,情 報ネッ ト
ワーク上で組織全体に共有された情報 を基に意思決定を行 うわけである。 これに関 して トーマ
ス・マローンは,「 従来の ヒエラルキー構造の組織 は情報不足の時代 に作 られた ものであ り,情
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報ネ ットワークが整備され組織全体 に豊富な情報が行 き渡れば,組 織 自体 も個人 を結んだネッ
トワーク型 に変えるべきである」 としている[17]。
このように,ア メ リカ企業の リエンジニアリングでは,業 務プロセスの分権性 による局所最
適 をITの 活用による情報の共有化が防止 してお り,日 本 における「人事管理の集権性」を「I
Tの 活用による情報の共有化」に置 き換えた新たな相互補完の関係を指摘することがで きる。
そこで筆者[11]は,青 木の双対原理[4]に おける 「人事管理の集権性」に,「ITの 活用による
情報の共有化」を代替的な特性 として加 え(表1),こ れを 「代替的双対モデル」 と呼んでいる。
日本の組織特性
環境の変化 ・トラブルに柔軟に対応
幅広 い参加的学習 ・ジョブローテーション
柔 らかい組織 ← リエ ンジニアリング
↑ ↓
局所最適を防止←情報ネ ットワーク
終 身 雇 用 制
ランク・ヒエラルキーによるインセンティブ制度
人事管理の集権性
図1.局 所最適を防止するためのシステム
表1.青 木の双対原理と筆者の代替的双対モデル
組 織 分権的 局所最適の防止
日 本 業務遂行面 人事管理面の集権性
欧 米 人事管理面 情報システムの集権性(業務遂行面の集権性)
青
木
双 の
対 、
原
理
代
替
的
双
対
モ
デ
ル
リエンジニア
リング
業務遂行面
人事管理面 情報 ネッ トワークの活用 による情報の共有化
上記の相互補完 において人事管理の集権性 とITの 活用による情報の共有化が代替的であり
うることは,リ エンジニア リングに対する日本 とアメ リカのアプローチの違いを生じさせる要
因 となる。すなわち,ア メリカでは業務 プロセスの分権性 による局所最適 を防止するためにはI
T,特 に情報ネットワークの活用は欠かせないが,日 本では,従 来よ り業務プロセスの分権性
による局所最適の追求を人事管理の集権性が防止 してきたため,ITの 活用が必須 というわけ
ではない。この ことが,ア メ リカに比較 して日本のPCの 普及率やLANの 普及率が低いこと
の要因 となっているものと考 えられる。
しか し,前 節で述べた ように,日 本の組織における従業員の価値観の多様化(帰 属意識の低
下や若年層を中心 とした短期的なインセンティブの要求)に よる人事管理の集権性の低下は,
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D-C型 の組織特性を崩壊へ と向かわせる危険性がある。 そこで,水 平的コーディネーション
における局所最適を防止するための新たなシステム として,ITの 活用による情報の共有化の
必要性 が高ま りつつある。
以上のように,日 本のD-C型 の組織特性 にして もリエンジニア リングにしても,水 平的コ
ーディネーションを基礎 とした 自律的 ・能動的な問題解決を志向しているところにその特徴が
ある。 したがって,管 理者 はコントロールの強化 による問題解決 をめざすのではな く,情 報提
供,環 境整備の両面でそれを 「支援」することが要求 される。すなわち,実 務担当者の自律的
な問題解決には,指 示,命 令や監視 による 「管理」 よりも 「支援」の方が適 していると考 える
のである[18]。 さらに,そ れをもう一方で支援するITも,メ インフレームによる中央集中型
のものではな く,PC&LAN,ク ライアン ト/サ ーバ型システム,グ ループウェア,イ ント
ラネ ットのようなダウンサイジングされた分散型の ものが,実 務担当者の主体的な情報処理に
適合 している。 なぜなら,メ インフレームをプラットフォームにした情報 システムは,セ ンタ
ー ・コン トロールによる管理密度を高めてしまい,実 務担当者 を受動的なスタンスに導きやす
いか らである[18]。
筆者 ら[5]は,こ のような考え方に基づ き,実 務担当者がPC,WSとLANを活用 して,情
報ネ ットワーク上に共有化された情報 を能動的に処理し,主 体的な問題解決 を行 うことをめざ
した 「職場内 コンピューティング」(OJC;OntheJobComputing)の概念 を提案 してい
る。次第では,こ の職場 内コンピューティングの概念に基づき,(人 間の)自働化 と情報の共有
化 の重要性について検討す る。
5.職 場 内 コ ンピュー テ ィング(OJC)に おけ る自働 化 と情報 の共有化
現在,企 業において情報化の進展はめざましいものがあ り,ダ イナ ミックな環境の変化や激
しい企業競争に対応するためにヒ ト・モノ ・カネの経営資源(3M)に 加えて 「情報」資源の
有効活用が重要な課題 となっている。なぜなら,情 報は我々の意思決定や行動の基礎 となるも
のであ り,正 確な情報 ・有効 な情報 を獲得 ・活用 しているか否かによってその結果が大きく左
右 されるからである[11]。 それにともなって,従 業員の高い情報収集能力 ・分析能力が要求 さ
れ るようになり,職 場 内でのITの 活用の重要性 はますます高 まる傾向にある。前述のように,
リエンジニアリングやSCMは 特 にこの 「ITの 活用」 を重視 している。
一方,最 近の情報管理の方向性 は,ダ ウンサイジング,エ ン ドユーザー ・コンピューティン
グ,イ ンターネ ット等の進展により,従 来の中央集権型か ら分散型へ と向かっている。 このよ
うな情報管理の方向性,お よび前述の権限委譲,水 平的コーディネーション等の組織の分権化
の 方 向 性 を ふ まえ て,筆 者 ら[5]一[8]は,「 職 場 内 コ ン ピ ュー テ ィ ン グ」(OntheJob
Computing,以 下 「OJC」 と表す ことにする)の 概念を提案している。OJCは,職 場内で
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のPC&LANの 活用により 「眠った情報」を活性化(情 報活性化)し,か っメンバーの 「幅
広い参加的学習」[22]を 通 じて組織 と目的 ・価値 を共有化することにより権限委譲の際の局所
最適を防止 しながら,非 定型的な情報処理に能動的に対応 しようとするものである。すなわち,
上司か ら命令があってはじめて行動するのではな く,自 分で問題 を見つけ自分で問題 を解決す
る自働化(能 動性)と,ITを 活用 した情報の共有化によるメンバーの活性化,情 報の活性化
をねらいとしている。これは,高 橋の1-Ichart(Identification-Indifferencechart)[19],[20]
において活性化されたメンバーは低い無関心度指数 と高い一体化度指数を示すという枠組みに
沿 った考え方である。なぜなら,下 記 に詳 しく述べるように,「 自働化」が低い無関心度指数
を,ま た 「情報 の共有化」が高い一体化度指数をもたらすためである。
したがって,組 織におけるメンバーの 「自働化」[12]はOJCの 概念の中心 に位置づけられ
る。「自働化」は 「自動化」とまちがえやすいため,し ばしば 「ニ ンベ ンのついたジ ドウカ」と
呼ばれ,JITシ ステムにおいて重視される。JITシ ステムでは,機 械が単 に 「動 く」ので
はな く,機 械が自ら不良品や トラブルを認識 して停止する,す なわち 「自ら働 く」 ことを自働
化 と呼んでいる。単なる 「自動化」ではこのような場合,不 良品の山を作ってしまうことにな
るが,自 働化された機械であればこれを未然 に防 ぐことが可能 となる。
一方,機 械の自働化の概念を組立ラインにおける作業者に拡張 したもの として 「もう一つの
自働化」がある[21]。 組立ラインは加工工程 に比較 して どうして も手作業が多 くなるため,組
,立 ラインにおいて不良,異 常や欠品が生 じたならば,作 業者が自ら停止ボタンを押す ことによ
りトラブルを最小限に抑 えることを意図 したものである。筆者 ら[13]は,こ の 「もう一つの自
働化」 をさらに拡張 し,作 業者に限定 しない 「(人間の)自 働化」の概念を提示 している。(人
間の)自 働化は,他 人や機械 に任せるのではな く,自 分で問題を見つけ,自 分で解決するよう
に,人 間が能動的な状態になることを意味す る。すなわち,言 われた ことしかやらないのでは
な く,常 に問題意識,改 善意識を持ちなが ら 「自分で働 く」わけである。そして,め まぐるし
く変化する環境や予期せぬ トラブルに従業員一人一人が自律的に対応するのである。これは高
橋の1-Ichart[20]に おける低い無関心度指数,言 い換えれば「無関心圏」が小さい状態を意味
する。無関心圏が小 さい場合 は,上 司からの指示の内容 をより頻繁に反問 した上で受容 するか
否かを決めるため,上 司にとっては従順な部下 というわけではな くなる[20]。 しかし,そ の過
程で上から与 えられた指示に部下の意見が反映 されてい くことになる。 したがって,無 関心圏
が小 さいということは,上 からの命令に対 しては従順 とはいえないが,自 ら能動的に問題を見
つ けてそれを独自の方法で解決しようとすることを意味する。
自働化 しているメンバーは,常 に問題意識を持 っているため,現 状に満足せずに改善 を考え
実行 してい くことになる。 また,ト ラブルが発生 した場合 も他人や他部門に任せて自分では何
もしないのではなく,自 分からトラブルを解決 しようとす る。これに対 して,自 働化 していな
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いメンバーは,上 司か らの指示があるまで自分か ら行動 しようとしない。 また,改 善意識に乏
しい。 さらに,ト ラブルに対す る処理 も他人に任せて自分では何 もしないζとが多い。
ただ し,自 働化 していればそれでいい というわけではない点に注意を要する。それは,「組織
の足を引っ張 る」ような方向で自働化 している可能性があることを意味する。 このような場合,
筆者 らの 「組織 における学習の二面性の概念モデル」[22]一[25]に おける企業最適方向ベク トル
と個人最適方向ベク トル(個 人の主観的な最適性を表す方向ベク トル)と の間の角度が大 きい
(乖離 した)状 態,ま た高橋の1-Ichart[20]に おける一体化度指数が低い状態 となる。そ し
て,一 体化度指数が低 く,無 関心度指数が低いということは,1-Ichart上 で「非貢献者型」
として位置づけられる。
このタイプのメンバーは,能 動的な情報処理を行 うが,そ の際に情報にバイアスをかけてし
まった り,組 織の足を引っ張 るような局所最適の意思決定 を行ってしまった りする危険性が高
い。 これは,「局所的な情報」で意思決定を行 うことによる問題である。すなわち,局 所最適は
局所的な情報 に基づ く意思決定 によって生 じ,組 織全体に共有された偏 りの小 さい情報による
意思決定は 「全体最適」につながるという考え方である。そこで,IT,特 に情報ネットワー
クを活用 して情報 を共有化することにより,組 織 と目的 ・価値を共有し,一 体化度指数を高め
ることが必要である。 これは,企 業最適方向ベク トルに個人 の方向ベク トルを近づける(回 転
す る)こ とに相当すると同時に,無 関心度指数の低 いメンバーが一体化度指数を高めることに
なるため,1-Ichartに おける 「活性化されたメンバー」へのシフ トを意味する。 また,能 動
的に情報 を処理するメンバーが情報 を共有することによ り,情 報が活性化 される。
以上 をまとめると図2の ようにな り,OJCは,自 働化 と情報共有化 を通じて組織のメンバ
ーの活性化 と情報の活性化 をめざした ものであることがわかる。
低い無関心度指数 メンバーの活性化自働化
OJC
情報共有化 高い一体化度指数 情報の活性化
図2.OJCと 組織 メンバー,情 報の活性化
このようなOJCの 考え方は,リ エンジニアリングやSCMに おいて重視 される 「ITの 活
用」と共通する。それは,「個の自律性 を前提 とした能動的な情報処理」と「情報の共有化によ
るその際の局所最適(SCMで は 「部分最適」と呼んでいる)の 防止」の両面において,リ エ
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ンジニア リングやSCMと 共通 しているか らで あ る。 特 に,ITの 活 用 による情 報 の共 有化 が,
リエ ンジニア リング とSCMに お いて重要 な役割 を果たす。次節で は,こ の ことに注 目して「拡
張代 替的双対 モ デル 」 を提案 す るこ とにす る。
6.拡 張代替的双対モデルの提案
ここまでの議論をふまえてSCMを 捉 えた場合,個 別企業 に焦点を当てた 「代替的双対モデ
ル」のフレームワークを,サ'プ ライチェーン全体の企業群に拡張した 「拡張代替的双対モデル」
を提示することができる。
個別企業を対象 としてきた代替的双対モデル[3]は,青 木の双対原理[4]に おいて,実 行部門・
実務担当者への権限委譲の際の局所最適 を防止す るとされ る 「人事管理の集権性」に対 して代
替的な特性 として 「ITの 活用による情報の共有化」を付加 した ものであった。したが って,
代替的双対モデルをサプライチェーン全体の企業群 に拡張するためには,双 対原理にさかのぼ
って検討する必要がある。
双対モデルにおける個別企業の人事管理の集権性 は,企 業への帰属意識 ・一体感を高 めると
いう役割を果た してきた。 これは,SCMに おける企業グループへの帰属意識 ・一体感 に相当
するもの と考 えられ る。 したがって,個 別企業を対象 とした「双対原理」,「代替的双対モデル」
における 「人事管理」の軸は,サ プライチェー ン全体 を対象 とした 「拡張代替的双対モデル」
において 「企業グループへの一体感」の軸 に置 き換 えて考 えることができる。 このような視点
に基づけば,日 本の組織 において業務プロセスの分権性による局所最適 を防止する役割 を果た
してきた人事管理の集権性は,そ の次元をサプライチェーン全体に拡張しても,日 本の系列企
業群 に代表 される企業 グループにおける一体感 として,同 様め特性 を保持 していることになる。
また,個 別企業の リエンジニア リングにおいて,代 替的双対 モデルの 「人事管理の集権性」
に対する代替的な特性 として位置づけた 「ITの 活用による情報の共有化」の軸について考え
てみると,SCMに おいても同様 にITの 活用を重視 していることから,こ の軸はその対象を
サプライチェーン全体 に拡張 した場合 もその まま通用するもの と考 えられる。む しろ,個 別企
業内の部門間の情報の共有化 よりも,サ プライチェー ン全体 における企業間の情報の共有化の
方が,時 間的 ・空間的制約の克服 という点において,そ の果たす役割は大 きい。
したがって,サ プライチェーン全体 を対象 とした場合,「 企業 グループへの一体感」と「IT
の活用による情報の共有化」が,局 所最適の防止 という機能に関 して代替的であることがわか
る。 その意味か ら,こ こで提案する 「拡張代替的双対モデル」では,JITシ ステムに代表さ
れる日本の系列企業群 における 「企業グループへの一体感」 と,SCMに おける 「ITの 活用
による情報の共有化」を代替的な特性 として位置づけることになる。
一方,業 務プロセスについて考えてみると,JITシ ステムにおける 「かんばんによる水平
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的 コーディネーション」 は,個(各 企業 ・工程)の 自律性 を前提 としたアプローチであること
がわか る。すなわち,JITシ ステムにおける供給連鎖(サ プライチェーン)を 構成する企業
群のセンターが詳細の計画を作成 してサプライチェーン全体をコントロールするのではなく,
計画機能 を各企業や各工程 に権限委譲し,各 企業 ・各工程間の水平的コーディネーションによ
り業務が遂行されるのである。それ と同時に,JITシ ステムにおける業務 プロセスの分権性
は,個 別企業内 というよ りもサプライチェーンを構成する複数の企業群を前提 としたものであ
るという見方が可能である。このような視点に基づけば,双 対原理における日本の個別企業の
「業務 プロセスの分権性」は,代 替的双対モデルにおいて保持されるの と同様 に,サ プライチェ
ーン全体 においても保持 される(た だ し,JITシ ステムの範囲は,製 造工程に限定され,卸,
小売や物流業者 をその対象にはしていない点に,そ れらを含めたサプライチェーン全体を対象
とするSCMと の違いがある)。
さらに,SCMに おいても 「個の自律性」を重視 していることをふ まえると,サ プライチェ
ーン全体 を対象 とした 「拡張代替的双対モデル」では,双 対原理,代 替的双対モデルにおける
「業務 プロセスの分権性」 をその まま採用することが可能である。代替的双対モデルにおいて,
それ らの 「代替性」に注目した典型的な2つ の例(JITシ ステムに代表 される日本の組織特
性 とリエンジニアリングのめざす組織特性)に 共通 した 「分権的な業務プロセス」は,サ プラ
イチェーン全体 に次元 を拡張 して も,JITシ ステムとSCMと いう2つ の典型的な例によっ
て保持 され るのである。
個 別 企 業
対 象 特 性 フ レ ー ム ワ ー ク
米国(MRP)
人事管理の分権性にともなう局所最適
↓
業務プロセスの集権性が防止
日本(JIT)
業務プロセスの分権性にともなう局所最適
↓
人事管理の集権性が防止
双
対
原
理
代
替
的
双
対
モ
デ
ルリエンジニア リング
業務プロセスの分権性にともなう局所最適
↓
ITの 積極的活用による情報の共有化が防止
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JIT
業務プロセスの分権性にともなう局所最適
↓
系列企業群への一体感による目的 ・価値の共有化が防止
SCM
業務プロセスの分権性にともなう局所最適
↓
ITの 積極的活用による情報の共有化が防止
図3.拡 張代替的双対モデル
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以上の議論 より,個 別企業を対象 とした代替的双対モデルにおげる日本の組織特性 とリエン
ジニア リングのめざす組織特性 との関係 を,サ プライチェーンにおける日本のJITシ ステム
とSCMと の関係に拡張したフレニムワークを提示することができる(図3を 参照)。 これが,
本研究で提案する 「拡張代替的双対モデル」である。
拡張代替的双対モデルは,リ エンジニア リングとSCMの 関係について,我 々に次のような
い くつかの示唆を与 える。
第1に,両 者 はともに業務プロセスに関して分権的であるという点 において共通 しているこ
とがわかる。 これは,上 記のように,個 の自律性の尊重によるものであり,リ エ ンジニアリン
グにおいては部門あるいは個人の自律性,SCMに おいては企業,部 門,個 人の自律性 を意味
する。そのため,企 業,部 門,個 人の主体的 ・能動的な問題解決が要求される。
第2に,上 記の 「ともに分権的な業務プロセス」は,そ れによる局所最適の追求を防止する
ための方策を必要 とするが,そ れが「IT,特 に情報ネッ トワークの活用による情報の共有化」
である点で両者が一致 していることがわかる。すなわち,SCMは,個 別企業か らサプライチ
ェーン全体への次元の拡張の際に,局 所最適 を防止するための方策 という点において,リ エン
ジニア リングの方法論 を基本的にそのまま受け継いでいることになる。
第3に,SCMと リエンジニア リングにおける,上 記の局所最適を防止するための 「IT,
特に情報ネットワークの能動的活用による情報の共有化」に,「分権的な業務 プロセス」を加味
すると,そ れがOJCの 考え方と一致す ることがわかる。すなわち,OJCに おいて,組 織の
センターか ら実行部門や実務担当者に意思決定機能 を権限委譲することは,上 記の 「分権的な
業務プロセス」に相当し,「 自働化」されたメンバーがPC&LANを 活用 して能動的に情報を
処理 し,そ の情報を関係者 ・関係部門で共有することは,上 記の 「ITを 活用した情報の共有
化」に相当する。 したがって,SCMと リエンジニア リングでは,活 発なOJCが 要求 される
ことになる。そして,SCMと リエンジニア リングにおける個の自律性の尊重 による分権的な
業務プロセスを,「ITを 活用した情報の共有化」が補完すると同時に,OJCが それを補完す
るという見方 も可能である。 、
以上が,拡 張代替的双対モデルによって示唆されるリエンジニアリングとSCMと の関係で
あるが,次 節では,日 本の組織特性および日本の企業グループの特性 を端的に反映 したJIT
システム と,上 記のようなSCMの 特性 との関係について検討してい くことにする。
7.サ プ ラ イ チ ェー ン ・マ ネ ジ メ ン トとJlTシ ス テ ム
前節では,拡 張代替的双対モデルのフレームワークに基づき,リ エンジニアリングとSCM
の関係 について検討 したが,こ こでは日本の組織特性および日本の企業グループの特性の典型
例 としてJITシ ステムを位置づけ,こ れとSCMと の関係 について考えてみることにする。
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そのためには,ま ず,代 替的双対モデル[3]と 拡張代替的双対モデルにおけるJITシ ステム
の位置づ けについて検討する必要があろう。なぜなら,個 別企業からサプライチェーン(企 業
グループ)へ の次元の拡張の過程で,リ エンジニアリングはSCMへ と置き換えられていった
が,JITシ ステムは両方のモデル(代 替的双対モデルと拡張代替的双対モデル)に よって焦
点を当てられているからである。その理由として,JITシ ステムが個別企業内で も製造工程
の連鎖 としての企業グループで も適用可能であるということを指摘することができる。すなわ
ち,JITシ ステムにおける工程間のかんばんの連鎖による作業 コーディネーションは,1つ
の企業内の工程間で運用 されることも,複 数の企業の工程 にまたがって運用されることもあ り
うる ということである。 日本の製造業 における親企業 を中心 とした下請企業の階層構造 を考慮
に入れると,後 者の方がむしろ一般的であると考えられる。代替的双対モデルでは,リ エンジ
ニア リング との対比としてJITシ ステムを個別企業の領域で議論 したが,拡 張代替的双対 モ
デルのようにサプライチ ェーンを構成する企業群の領域で議論する方が適 しているのか もしれ
ない。その意味から,JITシ ステムが代替的双対モデル と拡張代替的双対モデルの両方によ
って焦点 を当てられていることは,自 然であると考えられる。
このような前提 に基づいて,SCMとJITシ ステムの関係 を考 えてみると,ま ず,JIT
システムでは最終工程の生産のスピー ドにすべての前工程が合わせ込むのに対 し,SCMで は
ボ トル・ネ ック となる工程のスピー ドに他のすべての工程が合わせ込む という相違点[9]を 指摘
することができる。制約理論(TOC;TheoryOfConstraints)にしたがえば,SCMで はサ
プライチェーン全体の目的(ゴ ール)達 成 を阻害す る制約条件(ボ トル ・ネック)を 見つけ,
その部分 に全体 を合わせ ると同時に,そ の部分を改善 していくことにより,す べての部分 を同
期化 させなが ら全体最適の達成をめざしているということになる[9]。 ボ トル・ネック(制 約条
件)に 合わせるという姿勢は消極的とも受 け取れるが,ボ トル ・ネックをその ままにして他 の
工程 をい くら改善 して も仕掛在庫 を増加させるだけで,全 体の生産能力向上には結 びつかない
という考 え方は,む しろ積極的な在庫削減の姿勢 として捉える方が妥当であろう。
これに対 して,JITシ ステムでは市場に最も近い最終工程の生産計画に,他 のすべての前
工程が合わせ込む ところに特徴がある。 これにより,市 場の動向たリンクした生産が実現 され
るため,こ れがスムーズに行 われるならば,SCMに 比較 してより市場の動向にアジル に対応
することが可能 となる。 しか し,現 実には,近 代的な設備 と相対的に優れた従業員を持つ最終
工程 に対 して,多 くがパー トタイマーやアルバイ トの手作業に頼らざるを得ない前工程の下請
け企業が,残 業や休出さらには在庫の所有(本 来,JITシ ステムでは在庫を持たないことに
なっているが,多 くの下請企業では在庫の所有によって リー ドタイムの短い生産指示に対応 し
ているようである)に よって大変 な苦労 をしなが ら何 とか対応 しているといわれる。そのため,
スムーズな運用が可能であれば,(製 造 に限定した意味で)サ プライチェーン全体 にとって理想
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的な生産が実現 され,特 に親企業の最終工程 にとっては理想的である。 しか し,そ れはムリを
可能にする下請企業の献身的な努力の上に成立するものであ り,こ の努力は,拡 張代替的双対
モデル における企業グループへの一体感 ・忠誠心による 「局所最適の防止」の役割 を果たして
いる。 そこで,そ のようなム リを強いらずにスムーズな生産 を達成す るためには,SCMの ボ
トル ・ネック(制 約条件)に 合わせ るという対応方法の方が現実的である。その意味か ら,J
ITシ ステムの 「最終工程 に合わせ る」 と,SCMの 「ボ トル ・ネックに合わせ る」はそれぞ
れ一長一短を持 っている。
その一方で,両 者 とも個の自律性の尊重にともなう分権的な業務プロセス と,そ れによる局
所最適の追求を防止す る方策の保持の点で類似 していることを指摘す ることができる。ただし,
ここでいう 「個」 とは,そ れぞれの工程を意味してお り,こ れらが1つ の企業内に存在するこ
とも,複 数の企業にまたがって存在することもあ りうる。JITシ ステムでは,セ ンターが作
成する計画は大枠を示すものであり,具 体的な実行計画(か んばん)は 各工程に権限委譲され
ている[11]。 これに対 して,SCMで はサプライチェーン全体の最適性 を追求するために,集
権的なコン トロールが強いように思われがちであるが,そ れはまちがいであ り,あ くまでも前
述のように,個 の自律性を尊重 した水平的コーディネーションを基盤 としているのである。 こ
れ らの意味において,両 者の業務プロセスはともに 「分権的」である。 このような権限委譲,
個の自律性 の尊重を基本 とした分権的な業務プロセスは一般に局所最適の追求をもたらす危険
性が高いため,こ れを防止するシステムが必要となる。
本研究で提案 した 「拡張代替的双対モデル」によれば,上 記の局所最適 を防止するシステム
が,JITシ ステムの場合,製 造面でのサプライチェーンを構成する,親 企業を中心 とした系
列企業群への一体感 ・忠誠心であり,SCMの 場合は,ITの 積極的活用による情報の共有化
であることは前節で述べた通 りである。これ らにより,サ プライチェーン全体で目的 ・価値を
共有 し,局 所最適 を防止するのである。また,こ のようなJITシ ステムとSCMの 関係が,
個別企業 におけるJITシ ステムとリエンジニア リングの関係の延長線上 に位置づけられるこ
とも,拡 張代替的双対モデルの示唆するところである。
以上のJITシ ステムとSCMの 関係 をまとめると,図4の ようになる。
8.お わ りに
本研究 で は,近 年,企 業 におい て関 心の高 いサプ ライチ ェー ン・マネ ジメン ト(SupplyChain
Management;SCM)に注 目 し,青 木 の双 対 原理[4],Hammerら の りエ ンジ ニア リング
[2],高 橋 の1-Ichart[20],筆者 らの代替 的双対 モ デル[3],職 場 内コ ンピューテ ィング(O
JC)[5]の フレーム ワーク を通 して,SCMの 特 徴 を検 討 した。 そして,リ エ ンジニア リング
を媒介 として,SCMと 日本 の組織特性 を対応 づ けるための 「拡 張代替 的双対 モデル」 を提案
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類似点
相違点
JITシ ステム SCM
権限委譲,個 の自律性の尊重による分権的な業務プロセス
局所最適の防止
代替的
企業グループへの一体感 ITの 活用による情報の共有化
最終工程に前工程が合わせる ボ トル ・ネ ックに他の工程が合わせる
図4.JlTシ ステムとSCMの 類似点,相 違点
した。 これは,個 別企業 を対象としてきた従来の 「代替的双対 モデル」をサプライチェーン全
体 に 「拡張」 した ものであり,全 体最適 における 「全体」の範囲の違いを表現 している。
これにより,日 本において企業 グル」プ(主 として系列親企業)へ の高い帰属意識 ・忠誠心
が分権的な業務プロセスによる局所最適の追求を防止するという役割 を,SCMで はIT,情
報ネ ットワークの積極的活用による 「情報の共有化」が果たすことを示唆 した。1そして,SC
Mと リエンジニアリングに共通 した特性である分権的な業務 プロセスを,職 場内コンピューテ
ィング(OntheJobComputing;OJC)[5]が補完するとい う新たな視点 を提示 した。
さらに,提 案 した 「拡張代替的双対モデル」に基づ き,下 記のように,SCMとJITシ ス
テムの相違点,類 似点 を明 らかにすることができた。
①JITシ ステムでは最終工程の生産のスピー ドにすべての前工程が合わせ込むのに対 し,
SCMで はボ トル ・ネックのスピー ドに他のすべての工程が合わせ込む(相 違点)
②両者 とも水平的コーディネーションに基づく分権的な業務プロセスを志向 している(類 似
点)
③両者 とも分権的な業務プロセスによる局所最適の追求 を防止する方策 を有 している(類 似
点)
④JITシ ステムでは系列親企業 を中心 とした企業グループへの一体感 ・忠誠心が上記の局
所最適 を防止 しているが,SCMで はリエンジニア リングと同様にITの 積極的活用によ
(231)サ プライチェーン ・マネジメン トと拡張代替的双対モデル231
る情 報 の共有 化が これ を防止 して いる(相 違点)
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